
千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金（市町村・県連携タイ 

プ）交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域産業の振興に寄与する町内の中小企業者が行

う新技術又は新製品に関する研究開発に要する経費の一部を町と県が

連携して補助することにより、中小企業者の開発意欲を助長し、もって

その競争力強化と発展を図るため、町が千代田町ぐんまＤＸ技術革新

補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、千代田町補

助金等に関する規則（昭和５６年千代田町規則第５号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において中小企業者とは、次の各号のいずれかに該当

するものをいう。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する 

中小企業者 

(2) 前号の中小企業者を主たる構成員とする中小企業団体の組織に

関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中

小企業団体 

(3) 特定の法律によって設立された組合及びその連合会であって、そ

の直接又は間接の構成員たる事業者の３分の２以上が千代田町内に

主たる事業所を有する中小企業基本法第２条に規定する中小企業者

である団体 

２  この要綱において小規模事業者とは、前項第１号のうち、中小企業

基本法第２条第５項に規定する小規模企業者をいう。 

（対象者） 

第３条 この補助金は、千代田町内に主たる事業所を有する中小企業者

を対象とする。 

２  前項の中小企業者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれ

にも該当する者であってはならない。 

  (1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴



力団をいう。以下同じ。） 

  (2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同 

じ。） 

  (3) 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者 

  (4) 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者 

  (5) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどして

いる者 

  (6) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与する

など直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは

関与している者 

  (7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを不当に利 

用している者 

  (8) 暴力団員と密接な交友関係を有する者 

（補助事業） 

第４条 補助事業は、中小企業者が行う地域課題の解決に資する事業や

地域特色を生かした事業であって、申請のあった事業の中から審査及

び現地調査を経て採択された事業とする。 

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、

補助事業から除くものとする。 

(1) 公序良俗に反する事業 

(2) 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される 

事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３ 

年法律第１２２号）第２条において規定する風俗営業等） 

(3) 同一の事業計画で国（国所管の独立行政法人等を含む。）又は群 

馬県が実施する他の補助金等の交付決定を受けている事業 

(4) 各種法令に違反する事業 

（対象経費） 

第５条 補助金の対象経費は、別表に定める経費（消費税及び地方消費

税抜きの金額）のうち、町長が必要かつ適当と認めるものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内において前条に規定する補助対象



経費の２分の１以内の額とする。ただし、補助金の額の上限は１件あた

り８０万円以内とする。 

２  前項で定める補助金の額は、町と県が２分の１ずつ負担するものと

する。 

３  第１項のうち、小規模事業者が行う補助事業については、「２分の

１」とあるのは、「５分の４」と読み替えるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 中小企業者は、補助金の交付を受けようとするときは、千代田

町ぐんまＤＸ技術革新補助金交付申請書（様式第１号）を別に定める

期日までに町長に提出しなければならない。 

（補助金交付の決定） 

第８条 町長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、当該

申請に係る書面審査及び現地調査等により、適正と認められるときは、

補助金の交付を決定し、千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金交付決定

通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２  町長は、前項の規定により補助金の交付を決定するときは、必要に

応じ条件を付すことができる。 

３  補助金の適正な交付を行うため必要があるときは、その交付の申請

に係る事項について、修正を加えて交付の決定をすることができる。 

（申請の取下げ） 

第９条 中小企業者は、前条の規定による通知に係る補助金の交付決定

の内容及びこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付を

取り下げようとするときは、交付の決定の通知を受けた日から１５日

以内にその旨を記載した書面を町長に提出しなければならない。 

（補助事業の変更等の承認） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた中小企業者（以下「補助事業者」と

いう。）は、次の各号に該当する場合には、速やかに千代田町ぐんまＤ

Ｘ技術革新補助金変更承認申請書（様式第３号）又は千代田町ぐんま

ＤＸ技術革新補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を町長

に提出し、その承認を受けなければならない。 

  (1) 補助事業の経費の配分又は内容を著しく変更しようとすると 

き。 



  (2) 補助事業を中止又は廃止しようとするとき。 

２  町長は、前項の規定により申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、適当と認められるときは、千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助

金変更交付決定通知書（様式第５号。以下「変更交付決定通知」とい

う。）又は千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金事業中止（廃止）承認

書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。 

３  町長は、前項の承認について、必要に応じ条件を付すことができる。 

４  町長は、補助金の適正な交付を行うため必要があるときは、変更の

承認申請に係る事項について、修正を加えてその承認をすることがで

きる。 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することがで

きないと見込まれるとき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、

速やかに千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金に係る補助事業遅延報告

書（様式第７号）を町長に提出し、その指示を受けなければならない。 

（遂行状況報告及び指示） 

第１２条 補助事業者は、千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金事業遂行

状況報告書（様式第８号）を補助金の交付決定を受けた会計年度内の別

に定める日までに、町長に提出しなければならない。 

２  町長は、前項の報告書の提出があったときは、必要に応じて中間検

査等を行うものとする。 

３  前項の中間検査等の結果、交付決定の内容及びこれに付した条件に

従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに

従って当該補助事業を遂行すべきことを指示することができる。 

（実績報告及び補助金の額の確定） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了した日（補助事業の廃止の承

認を受けた場合を含む。）から１５日以内又は補助金の交付決定を受け

た会計年度内の別に定める日までに、千代田町ぐんまＤＸ技術革新補

助金補助事業実績報告書（様式第９号）を町長に提出しなければならな

い。 

２  町長は、前項の規定による報告書の提出があったときは、その内容

に係る書類の審査及び完了検査等により、その成果が当該補助金の交



付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであると認められ

るときは、交付すべき補助金の額を確定し、千代田町ぐんまＤＸ技術革

新補助金確定通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知し、当該

補助金を交付するものとする。 

３  町長は、前項の規定により補助金の額が確定したときは、当該補助

金を交付するものとする。 

（補助金の経理） 

第１４条 補助事業者は、補助金に係る経理について、その収支の事実

を明確にした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了

した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（財産の管理及び処分） 

第１５条 補助事業者は、当該事業により取得又は効用が増加した財産

を、補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間、善良な管

理者の注意をもって管理しなければならない。 

２  補助事業者は、前項で定める期間を経過する以前に、補助事業によ

り取得又は効用が増加した財産を処分しようとするときは、あらかじ

め千代田町ぐんまＤＸ技術革新補助金に係る財産処分承認申請書（様

式第１１号。以下「財産処分申請書」という。）を町長に提出し、その

承認を受けなければならない。ただし、当該財産の取得価格又は増加価

格が５０万円未満のものについてはこの限りでない。 

３  町長は、財産処分申請書の提出があったときは、その内容に係る書

類の審査等により適当であると認められるときは、千代田町ぐんまＤ

Ｘ技術革新補助金に係る財産処分承認書（様式第１２号）により補助事

業者に通知するものとする。 

４  町長は、前項の承認を通知した補助事業者に対し、当該承認に係る

財産を処分したことにより収入があったときは、その全部又は一部を

町に納付させることができるものとする。 

（実施結果の企業化） 

第１６条 補助事業者は、補助事業の実施結果の企業化に努めなければ

ならない。 

２  補助事業者は、補助事業実施年度の終了後３年間、町長の指示に従

い当該補助事業に係る企業化状況報告を行わなければならない。 



３ 補助事業者は、町が行う中小企業の研究開発推進事業及び各種振興

事業について、町長の依頼に基づき、その結果の発表、展示等により協

力するものとする。 

（補助金の取消し） 

第１７条 町長は、補助事業者が補助金の交付決定の内容やこれに付し

た条件、その他この要綱に違反したとき又はこの要綱等に基づく指示

に従わないときは、補助金の交付決定を取消すことができるものとす

る。 

（理由の提示） 

第１８条 町長は、補助金等の交付の決定の取消し、又は補助事業の遂

行の指示等をするときは、当該補助事業者等に対してその理由を示さ

なければならない。 

（調査） 

第１９条 町長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するために必

要があるときは、補助事業者に対して報告をさせ、又は職員をして帳簿

書類その他の物件等について必要な調査をさせることができる。 

（債権譲渡の禁止） 

第２０条 補助事業者は、第８条の規定に基づく交付決定によって生じ

る権利の全部又は一部を町長の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は

承継させてはならない。 

（情報管理及び秘密保持） 

第２１条 補助事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報

については、当該情報を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示が

ないときは当該情報の性質に応じて、法令を遵守し適正な管理をする

ものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に利用してはなら

ない。なお、当該情報のうち第三者の秘密情報（事業関係者の個人情報

等を含むがこれらに限定されない。）については、機密保持のために必

要な措置を講ずるものとし、正当な理由なしに開示、公表又は漏えい

してはならない。 

２  補助事業者は、補助事業の一部について、その履行を補助する者（以

下「履行補助者」という。）に行わせる場合には、履行補助者にも本条

の規定を遵守させなければならない。なお、補助事業者又は履行補助



者の役員又は従業員による情報漏えい行為も補助事業者による違反行

為とみなす。 

３  本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）  

も有効とする。 

（その他） 

第２２条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、必要な事項について

は、町長が別に定める。 

   附  則  

 （施行期日） 

１  この告示は、令和３年５月１日から施行する。 

 （千代田町ぐんま新技術・新製品開発推進補助金交付要綱の廃止） 

２  千代田町ぐんま新技術・新製品開発推進補助金交付要綱（平成２３

年千代田町告示第３５号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。 

（旧要綱の廃止に伴う経過措置） 

３  この告示の施行前に旧要綱第１４条の規定により補助金の交付確定 

 を受けた事業者における旧要綱第１７条の規定による企業化状況報告 

書の提出に係る義務に関しては、この告示の施行後も、なおその効力 

を有する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第５条関係） 

補  助  対  象  経  費  一  覧  表  

経費区分  内容  

原材料費  原材料及び副資材の購入に要する経費  

機械装置費  

工具器具費  

機械装置又は工具器具の購入、改良、据付、借用等に要

する経費  

委
託
費 

外注加工費  外注加工に要する経費  

外部協力費  

大学や公設試験研究機関等との共同研究に要する経費、

補助内容に関する試験等に要する経費、外部からの各種

専門家（技術士、民間企業の技術者等）の指導受入に要

する経費  

市場調査費  市場ニーズを捉えるために要する経費  

システム  

開発費  
デジタル技術の利活用やシステム開発に要する経費  

ク ラ ウ ド フ

ァ ン デ ィ ン

グ導入経費  

ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ プ ロ ジ ェ ク ト 開 始 の た め に 要

する経費  

システム開発費  

( 自 社 で シ ス テ ム

開発を行う場合) 

システム開発に要する人件費  

補助対象人件費＝人件費単価×直接作業時間  

※人件費単価＝給料及び賞与等の年間支払額（源泉徴  

収票の支払額）÷年間総労働時間（１９３６時間） 

 

「年間総労働時間」の考え方  

(８時間/日×５日/週×52 週 )－ (８時間/日×18 日 [申

請年度の国民の祝日及び年末年始]) 

※ただし、別途人件費単価に係る契約書がある場合  

は、それに従う。  

ク ラ ウ ド サ ー ビ ス

利用費  
クラウドサービスの利用に関する経費  

知財出願費  研究開発成果の知財出願に要する弁理士費用  

その他経費  上記のほか、知事が特に必要と認める経費  

 


